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新しい市民参加の制度についての考え方と論点整理

策定委員会
　現在新しい市民参加の制度について討議をしているが、討議を進めるための論点を整理し討議を円滑に進めるために下記のような整理をしたものである。
１　四つの新しい市民参加の制度設計について

· これまでも市民参加の手法は様々あった

· しかしそれだけで充分であったのかというとそうとは言えない

· そこで新たな市民参加の制度を自治基本条例で明示することとした

· この四つに市民参加の制度はこれまで鎌倉市になかったものである

· これ以外にも制度化できるものがあれば検討することは考えられる
２　地区協議会について

· 設置する方向が多数であった（別紙参照）
３　市民委員会について

· 付属機関との関係について不明確になるのではないか

このことについては逆に市民委員会を特別条例によって付属機関と位置付けることも可能（その場合、市民公募をどこまでするのか明示すること）

· 名称については検討の余地あり

· 委員会の設置は市が行うのか、市民から設置要求が出せるのか

· 結論については市をどこまで拘束するのか

· 専門家、関係団体等をどこまで入れるのか

専門家、関係団体を含むことを制度設計でいれたのは、委員会の議論の精度が高くなり、さらには結論の実現可能性が高くなることが期待されるため

· 議会、市を縛ることにならないかとの疑問に対して

結論は報告であり最終決定ではないことから二元代表制にも矛盾しない

しかし、市民の意見は尊重される

４　住民投票制度について

· 常設型にするのが望ましい。非常設型は課題によっては住民投票をするための条例化の議会の議決が必要となりそこで大きな議論になる可能性がある

· 投票権の存する者をどう規定するか
有権者のみにするのか、１８歳以上にするか、定住外国人を含むか

· 市民の請求をどうするか

○分の一　　　三分の一から五十分の一の間のどこを取るか

　○　議会は発議の場合　　議決要件をどうするか

· 住民投票の結果は決定ではないが、どこまで施政への拘束性を持たせるか

５　自治基本条例推進市民会議について

· この会議の目的は自治基本条例が市民に理解され、しっかりと運用できるよう啓発、検証を行うことが大切との視点で考える。

· 市民憲章では全国各市に推進会議が置かれ、市民憲章の普及啓発が行われている。全国組織もある。（鎌倉は組織なく参加していない）

· 行政主導でなく市民主導で自治基本条例が実効性を持つよう運動する組織体である。　　　　　
· 市民委員会は協議検討機関、推進会議は運動機関
